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以下の項目を追加することが考えられる。

（１）入社時の提出書類に「個人番号記入表（扶養家族分を含む）」を追加すること
あわせて、本人確認をするための「書類（個人番号カード等）の提示」を追加すること

（２）社員は、個人番号の提出との本人確認のための書類の提示について、会社に協力をしなければならない」こと

（３）「個人番号の利用目的」を「源泉徴収票の作成、健康保険および厚生年金保険手続、雇用保険手続」「その他法令により定められた業務」などに限定列挙すること

（４）「個人情報保護」に関する内容等に個人番号についての規定も追加すること

（５）懲戒の事由に特定個人情報の漏洩・流出についての項目を追加すること

（６）その他の事項については別途「特定個人情報保護規程に定める」旨の委任規定を設けること
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【規定（例）】

（前提追加）
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年５月３１日法律第２７号、以下「番号法」という。）に基づく「個人番号」（以下「個人番号」という。）


（１）入社時の提出書類に「個人番号記入表（扶養家族分を含む）」を追加すること
あわせて、本人確認をするための「書類（個人番号カード等）の提示」を追加すること

（入社時の提出書類）
第○条 社員として採用された者は、入社日から○日以内に以下の書類を提出しなければならない。
① 履歴書
② 住民票記載事項証明書（個人番号が記載されていないものに限る。）
　・・・

⑤ 個人番号記入表（扶養親族を含む）
⑥ その他会社が指定するもの

２　前項⑤の個人番号記入表の提出の際には、個人番号カード等の本人を確認する書類の提示を行わなければならない
　扶養対象家族を有し、扶養対象家族の個人番号を会社に通知するにあたっては、虚偽のないように確実に確認をしなければならない
３　第１項の定めにより提出した書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面で会社に変更事項を届け出なければならない。


（２）社員は、個人番号の提出との本人確認のための書類の提示について、会社に協力をしなければならない」こと

（個人番号の提出義務）
第○条　社員は、正当な理由なく、本人及び扶養親族の個人番号の会社への提出を拒んではならない。


（３）「個人番号の利用目的」を「源泉徴収票の作成、健康保険および厚生年金保険手続、雇用保険手続」「その他法令により定められた業務」などに限定列挙すること

（個人番号の利用目的）
第○条 会社は、社員から提供を受けた、「個人番号」を以下の目的で利用する。

①　給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務
②　雇用保険届出事務
③　健康保険・厚生年金保険届出事務
④　労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務
⑤　国民年金第三号被保険者関係届出事務
⑥　その他上記①から⑤の事務に関連する事務


（４）「個人情報保護」に関する内容に個人番号についての規定も追加すること

（秘密情報の管理義務）
第○条　社員は、在職中又は退職後においても会社のノウハウ、技術情報等の営業秘密のほか、特定個人情報等、雇用管理情報、職務上知り得た秘密、プライバシー及びスキャンダル情報等いかなる情報であっても第三者に漏洩、開示、提供又は不正に使用してはならない。
２　社員は、他の社員等が、前項の秘密情報の第三者に漏洩、開示、提供又は不正に使用していることを知った場合には、速やかに会社に報告しなければならない


事務取扱担当者制度の導入に伴い、「特定個人情報等を取り扱う社員の責務」を追加する

（特定個人情報等を取り扱う社員の責務）
第○条　特定個人情報等は、会社がその取扱いについての権限を与えた者（以下「事務取扱担当者」）のみが、取り扱うことができものとし、係る権限を付与されていない者は、取り扱ってはならない。
２　事務取扱担当者は、業務上知り得た特定個人情報等をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その業務に係る職を退いた後も同様とする。

（５）懲戒の事由に特定個人情報の「漏洩・流出についての項目を追加すること

（懲戒の事由）
第○条 社員が次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は出勤停止とする。 （略）
２ 社員が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっては、第○条に定める普通解雇、前条に定める減給又は出勤停止とすることがある。
①～⑬　（略）
⑭　正当な理由なく会社の業務上重要な秘密を外部に漏洩して会社に損害を与え、又は業務の正常な運営を阻害したとき。
⑮　正当な理由なく、業務で取り扱う個人の秘密が記録された特定個人情報ファイルを提供したとき。
⑯　業務に関して知り得た個人番号を自己や第三者の不正な利益を図る目的で提供し、または盗用したとき。
⑰　その他前各号に準ずる不適切な行為があったとき。


※注：特定個人情報の流出に関して、どのレベルの懲戒にするのか等は、今後の罰則の適用や会社ごとの実態を踏まえて検討する必要がある。
上記の例は、個人番号関係事務実施の従事者が、正当な理由がなく、その業務に関して取り扱った個人の秘密に属する事項が記録された特定個人情報ファイルを提供したとき等は、刑事罰が適用されることを鑑み、（一番重い懲戒である）懲戒解雇事由に追加した。


（６）その他の事項については別途「特定個人情報保護規程に定める」旨の委任規定を設けること

（特定個人情報取扱規程）
第○条 当規程に定めのない特定個人情報の取扱に関する事項については、特定個人情報保護規程に定めるところによる。
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